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組織間集合体は， 下部構造と上部構造から構成されていると見なすことができる。 この視点にもとづき， 集

合レベルの基本戦略は（1）保護戦略と（2）促進戦略の2つの異なった型に分類可能である。 異なった統制の所在を

持つ人々は， 異なった戦略を選択することが示唆される。

Generic Strategies at the Collective Level 

Kushiro Public University of Economics Tomoyuki NISHIMURA 

Abstract : An intβrorganizational collectivity can be regru·ded as compos巴d of substructure and 

superstructure. Based on this vi巴w, two diff巴rent types of generic strategies at the collective level can be 

dis tin思1ished: (1) protective strategy; and (2) promotive strategy. It is suggested that people with 

different locus of control orientations choose different strategies. 
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はじめに

本稿の目的は， 諸組織の集合体が共同で推進する

戦略， すなわち集合戦略［3］の 2 つの異なった型を

描くことである。 Porter[26］の語法を借用して， h

れら2つの型を基本戦略とl呼ぶ。 ただし本稿は， よ

く知られた戦略類型（コスト・リ ー ダー シップ， 差

別化， 集中）をそっくり組織開集合体のレベルに移

植しているわけではない。 本稿の関心事は， 集合レ

ベルに特有の基本戦略を類型化することにある。

1980 年代前半に形成された集合戦略学派は， 組

織聞の相互作用の様式が「競争jであるという当時

の通念に異議を唱えた。 その後， 提携やネットワ ー

クといった組織問の「協働 J が激憎した事実を踏ま

えると， 当学派は時代を先取りしていたといえる。

しかし， 提携やネットワ ー クに関する研究は， 集合

戦略の概念にはほとんど依拠していなかった。 それ

はむしろ， 取引費用経済学， ゲー ム理論， 組織さ学習，

制度化視角などの知見を採り入れていた［23］。

現在から見れば， 集合戦略学派の焦点は限定され

ていたのではなし、かと考えられる。 本稿は， この学

派がもっぱら関心を抱いた戦略の型を「保護戦略j

と命名する。 他方， 協働に関するより今日的な研究

において示唆される戦略の型を「促進戦略jと命名

する。 集合戦略学派が促進戦略の可能性に気づいて

いなかったのと同様に， 今日的な研究は， パ イオニ

アとしての集合戦略学派に十分な注意を向けていな

いために， 保護戦略を看過しているように見受けら

れる（注1）。 本稿のねらいは， 現在入手できるど

の文献よりも包括的な集合戦略論を展開することで

ある。 そのためにまず2節では， 組織開集合体の構

造を検討する。 続く3節では， 集合戦略の基本類型

をイ子細に議論する。 4節て、は議論の拡張を試み， 最

後の5節では研究の意義を示す。

2. 組織閉集合体の構造

Astley & Fombrun[3］は， 戦略を（1）集合戦略，

(2）企業戦略，（3）事業戦略， の3つのレベルに区分

する。 戦略に関する通常の文献は， このうち（2）企

業戦略と（3）事業戦略を詳細に議論している［13, 32L 

伊丹［13］によれば， 企業戦略と事業戦略は， 図 1 が

示すような入れ子構造をなしている。 大きな三角形

は企業全体を表わしており， その頂点（すなわち社

長）が持つべき長期構想、が企業戦略である。 他方，

大きな三角形に埋め込まれた小さな三角形は事業本
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部を表わしており， その頂点（すなわち事業本部 以上の諸事情を勘案すれば， 図1をより大きな三

長）が持つべき長期構想、が事業戦略である。 角形で囲む発想、は不適切であり， それにとって代わ

る枠組が必要であるというこ左になる。 本稿は， 組

織閉集合体のi構造を表1のように整理した。 以下，

表1について説明する。

Astl巴y & Fombrun[3］は， 組織間集合体の構造を

的確に把握するために， Benson[5）の研究に依拠し

て次の区分を行った。

① 下部構造（substructure) 経済的資源、の十分

出所・伊丹［13), p. 18 

図1組織の三角形

われわれは， 分解止は逆に， 図1をより大きな三

角形でもって包摂できるであろうか。 それが可能な

らば， より大きな三角形は組織閉集合体を表わして

おり， その頂点に位置するのが集合戦略と呼ばれる

長期構想であるということになる（注2）。 しかし，

Astley & Fombrun[3）による以下の指摘は， 単一組

織内で通用する入れ子構造の仮定を， 組織の境界を

超えた集合体のレベ／レに外挿するのが困難であるこ

とを示唆している。

「あらゆる組織は， 独立した行為者か， もしくは

より大きな集合体の関連部分， のいずれかとして

ふるまう。 そのため， 組織は必然的に， これら2

つの力が衝突する際に発生する緊張に対処せねば

ならない。 J (p. 585）。

組織が独立していることの重要な機能の1つは，

自律性を促進することである［15］。 組織の自律性

(autonomy）とは， 組織が（a）独自の能力分野，（b)

明確に画定された顧客やメンバ ー シップ，（心機能，

サ ー ビス， 目標， 課題， 動機に関する明白な管轄権，

の3点を保持する程度を指す［8）。 組織間協働は，

それ以外の点では自律的な諸組織が， 努力を結集さ

せる活動として定義される［31）。

表1組織間集合体の構造

区分 ｜ 戦略 ｜ 目的 一 手段関係

②上部構造

①下部構造

集合戦略

企業戦略
事業戦略

手段

目的

な供給を確保するために組織が行う諸活動

＠ 上部機造（superstructure) 下部構造におけ

る資源獲得プロセスを誘導・促進・規制する社

会的・法的・政治的制度

事業戦略， 企業戦略， 集合戦略の各戦略のうち，

前二者は①のレベルで， 最後の集合戦略は②のレベ

ルで， それぞれ実施されると想定することが可能で

ある。 表1はさらに， ①下部構造と②上部構造とい

う述語が多分に便宜的なものであり， 次のようなと

らえ方のほうが実態に近いことを主張している。 す

なわち， ②が①の手段なのであって， ①が②の手段

であるわけではない。 したがって， 集合戦略は， 組

織が自身の有効性， 能率， 生存可能性を高めるとい

う目的にとっての手段である。

組織問分析は， 組織内分析とは異なる固有の存在

意義を持たねばならないといわれる［ 1）。 この問い

かけへの1つの可能な解答が， 以上のように， 集合

体に対する組織の従属を否定し， 集合体（より正確

には上部構造）こそが組織の意向を受けて行動する

代理人（エ ー ジェント）であるという視点を採用す

ることである。

なお， 上部構造の形態は，（1）各組織の非公式の

交渉にもとづく「連合Jタイプと，（2）公式の調整機

関が組織聞の相互依存を管理する「連邦jタイプと

に大別される［20）。 形態の違いは， 組織の数の大小

を少なからず反映している。 組織の数がより少なく，

調整がより容易な集中度の高い産業では非公式の連

合が生じやすい。 逆に， 組織の数がより多く， 調整

のためにより多くの努力が必要な集中度の低い産業

では公式の連邦が形成されやすい［14］。
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3. 集合戦略の基本類型

表Iに示したとおり， 組織の集合体が下部構造と

上部構造から構成され， さらに， 上部構造が下部構

造を補佐していると仮定するならば， 集合レベルの

基本戦略は次の2種類に分類可能である。

(a）下部構造における各組織のルーティン （深くし

みこんだレパートリ ー）には顕著な変化を与え

ることなく， 外部環境に存在する機会を活用し，

または脅威を中和するために， 上部構造で採用

される「保護（protective） 戦略J

(b）下部構造における各組織のルーティンに望まし

い 変化を与えるために， 上部構造で潜在 的な

（最終 的ではない）便益を創出し， 下部構造で

の各組織の努力を通じてその実現を図る「促進

(promotive）戦略J

3.1. 保護戦略

集合戦略の視角はもともと ， ポピュレーション ・

エコロジー ［1 1］へのアンチテー ゼとして提出された。

ポピュレーション ・ エコロジーの基本前提は， 組織

の生存が環境諸力によって規定され， したがって組

織の主体 的な選択は無力である， というものであるO

Astley & Fombrun[3）は次のように反論する。

(1）他組織左ともに互助的なシステムに加わること

で， 組織は， 外部環境の変動から少なくとも部

分 的には緩衝された， 集合的に管理された環境

を創出できる。

(2）組織が 独立状態で行為することの無力さこそが ，

集合行為の重要性を高める。

以上の（1）と（2）を， 先述の下部 一 上部構造という

概念区分と関連させること で ， 以下のことがいえる。

環境圧力を知覚したとき， 組織は， （独力での問題

解決を試みるが失敗に終わるか， もしくはこの過程

を省略して）， 上部構造で問題解決 を図る。 こうし

た類いの集合戦略は ， 定義によって， 下部構造にお

ける組織のルーティンには変化を及ぼさないもので

ある。 ルーティンの拡張や再構成をともなわずに，

上部構造が下部構造を守る方策を講ずるという意味

Vol.23,No. 2 (2007) 

で， この種の戦略を I保護戦略Jと呼ぶことができる。

先行研究のサ ーベイを通じて， 光津［18］は， 集合

戦略を構成する手段がいずれも競争制限効果を持っ

と述べている。 従来議論されてきた諸々の集合戦略

は， その大半がここ でいう保護戦略であり， 経済学

者が「レントシー キングJと呼ぶ行為にほぼ相当す

る。 レントシー キングとは， 政治過程を通じて特定

の集団に特権 的な扱いや取り決め を与えること によ

り， 差別的利益をもたらそうとする活動である［I9L

Russo [29）によって分析された鉄道会社の集合戦略

の事例（石炭の運i般の点で競合する， スラリ ー ・ パ

イプラインの敷設の妨害）は ， レントシー キングな

いしは保護戦略の典型例である。 市場を新たな競争

相手から守るために ， 鉄道会社は一致団結して， ス

テークホルダー をも巻き込みながら政治過程に影響

を行使したのである。

3.2. 促進戦略

組織は， 自らの目標や目的および手段が， 自らも

その一部である社会の規範や価値と 一 致している程

度に応じて正当と見なされる［24）。 正当性が疑問 視

された場合， 保護戦略に従事する諸組織は， まさに

その戦略ゆえに脆弱性を露呈する。 なぜならば， そ

れらの組織が獲得しているであろう「レント」の源

泉は ， 組織自体に内部化されているわけではなし、か

らである。 特権という見えざる資産は ， ノウハウや

熟練といった他の見えさ
、

る資産と異なり， それを持

つ者から引きはがすことが可能である。 こう考える

と， 保護戦略は， ただ単に社会から不興を買う以上

のリスクをはらんでいることがわかる。

Blesser & HarH6）は， 集合戦略がもたらす逆機

能（戦略上の柔軟性低下， 新規参入の誘発など） を

弱める1つの手段として， 個々の組織による競争戦

略の導入を奨励している （注3）。 そこ では， 伝統

的な競争戦略が ， 集合戦略のII佐ーの代替物として扱

われている。 しかし， 下部 一 上部構造の概念から，

保護戦略に代わるもう1つの集合レベルの基本戦略，

すなわち「促進戦略J を発見できる。

『日本の産業クラスタ 一 戦略』と題する書籍のま

唱ーにU
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えがきで， マイケル ・ ポー タ ーは， 業界団体や 各種

の企業団体（本稿でいう左ころの上部構造）の役割

として， ①ロビー 活動， ②競争力向上， の2つを指

摘している［12］。 このうち①のロビー 活動は ， 上述

の保護戦略の手段として位置づけられる。 一方， ②

の競争力向上は， ここで新たに導入された促進戦略

と関連させることができる。 促進戦略の要諦は以下

の3点である。

(1）競争優位性およびそれがもたらすレントの源泉

は， 組織のルーティンであると仮定される。

(2 ）上部構造では， 組織のノレー ティンの拡張や再構

成に資するための集合的取り組みが行われる。

(3）しかし， 上部構造が創出する便益は潜在的ある

いはせいぜい表層的なものであり， 真の便益の

実現は下部構造における各組織の努力にかかっ

ている。

3.3. 類型化に関する留意点

公正を期していえば， 本稿における類型化は完全

な独創性を主張することができない。 Carney[7］は，

集合戦略を①地固め（conscilida tive）戦略と②革新

( innovative）戦略の2つに分類している。 ①の地

固め戦略は， 生態的ニッチの資源、レベルを最適化す

る戦略である。 ②の革新戦略は， 集団を環境変化に

適 するように再形 成する戦 略である。 ただし，

Carney[7］の類型化と本稿のそれの問には， 以下の

ような認識の違いがある。

第1 に， 本稿の類型化は， 下部一 上部構造という

集合体の特性を考慮して導出されたものである。 こ

うして得られた保護戦略と促進戦略の概念はそれぞ

れ， 地固め戦略と革新戦略に近似する結果となった。

第2に， Carney[7］は地固め戦略と革新戦略をそ

れぞれ， 防衛型（defender）と探索型（prospector)

という適応類型［16］に関連づけて論じている。 一方，

本稿は， レント獲得の可能性の観点、から2種類の基

本戦略を析出している。 すなわち， 各基本戦略は ，

それが採用されない状況と比べてレントの獲得を助

長する， という推論にもとづき特定されているので

ある。

第3に， Carney[7］は ， 地固め戦略が片利的な相

互関係， すなわち同種の組織からなる集合体によっ

て， 他方の革新戦略が共生的な相互関係 ， すなわち

異種の組織からなる集合体によって ， それぞれ採用

されると分析する。 この見解は， 我が国のコンビュ

ー タ ・ メ ー カ ー 5社が， 超LSI技術研究組合の結成

を通じて革新戦略あるいは促進戦略に従事した事例

[30］によって反証を受けるはずである。

4. 戦略の文脈

上述のとおり， ポピュレ ー ション ・ エコ ロジ ー

[11］の前提を逆手にとって， Astley & Fombrun[3] 

は集合レベルでの資源、動員と行為形成の重要性を強

調した。 本稿は ， 集合戦略に関する先行研究で記述

されてきた戦略に一 貫性を見出し， それらを保護戦

略と命名した。 Russo[29］によれば， 鉄道会社によ

るスラリ ー ・ パイプライン阻止としづ保護戦略の温

床となったのは， 各社のトップ同士の親密な社会関

係であった。 Putnam[27］は， 米国民が往時と比べ

て各種の団体（アソシエーション）に参加しなくな

ったことが， レントシー キングの減退をもたらした

のではなし、かと推測する。

本稿で析出された集合戦略のもう1つの基本類型

である促進戦略の概念を， 以上の見解と照合するこ

とで， 次のような試論が展開できる。 組織聞に密な

ネットワ ー クが未発達である（もしくは解体されて

しまった）場合には， 各組織は， 成功するか否かを

問わず ， 独力で行為せざるを得ない。 一方， 組織聞

の関係、が密なネットワ ー クによって特徴づけられる

場合には， 2種類の異なった集合戦略， すなわち保

護戦略と促進戦略のうちのいずれかが起こり得る。

もっとも， これら2つの基本戦略を組み合わせて利

用することは不可能ではない。 しかし， 各戦略は明

白に別個の論理によって支えられている。

図2 に示す と お り ， 統 制 の 所在（ locus of 

control)の概念は， 戦略に影響するはずの支配的連

合（実力者集団）の論理をうまく説明できるかもし

れない。 統制の所在とは， 人が事象を自己の統制の

つ臼Fhu
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範囲内にあると信ずる程度を指す ［28］。 組織は独力

では無力かもしれないが， E助的なシステムを通じ

て集合的に管理された環境を創出で きるという

Astley & Fombrun[3］のアイデアは， 保護戦略に従

事する行為者たちの統制の所在が外的であることを

示唆している。 他方， 統制の所在が内的な個人ある

いは集団に率いられた組織は， 単独では「打つ手な

し」と諦観するのではなく競争戦略を展開し， また

／レー ティンの拡張や再構成の観点から， 促進タイプ

の集合戦略への参加を所望するであろう。

統制の所在

内的 外的

疎｜ 競争戦略 打つ手なし

ネットワ ー ク
密｜ 促進戦略 保護戦略

図2戦略の文脈

5. 結び

本稿は， 下部 一 上部構造の考えにもとづき， 集合

レベルの基本戦略として保護戦略と促進戦略の2つ

を特定した。 従来の集合戦略の文献は， 主として前

者の保護戦略を想定していた。 他方， 促進戦略の基

底にある論理は， 提携やネットワ ー クといった近年

の動向に当てはまるはずで、ある。

このように， 本稿は組織問現象に関するこれまで

の議論の軌跡をたどることにより， 集合戦略の概念

を拡張することに成功した。 概念枠組の広がりから

得られる洞察のうち， もっとも重要なものとして以

下の2点を指摘できる。

第1に， 統制の所在と有効なリ ー ダー シップの間

に通常考えられている関係が， 普遍的な理論かどう

かについては再考の余地がある。 統制の所在が内的

な者は， 外的な者と比べて集団内でリ ー ダー に選ば

れる確率が高く， また内的リ ー ダーを持つ集団のほ

うが高い成果をあげるという見解［2］は， おそらく

促進戦略に関しては妥当する。 しかし， 保護戦略の
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追求にとって， 内的リ ー ダー は無効もしくは逆機能

的であるかもしれない。 Olson[22］は， レントシ ー

キングのための集合行為を組織化する才能に長けた

人物を「政治的企業家Jと呼んだが， 政治的企業家

の行動は外的リ ー ダー の特性を示している可能性が

ある。 外的リ ー ダー は， フォロワ ー に影響を与えよ

うとする際に， 説得よりも強制に頼る［17］。 その一

方で， 外的リ ー ダー はタスク志向ではなく人間関係

志向のスタイノレをとる［2］。 外的リ ー ダ ー が適する

状況にもっと多くの関心を向けることは， よりよい

リ ー ダー シップ理論の構築にとって有益であろう。

第2に， 集合戦略の研究が， 事業レベルや企業レ

ベルの戦略に力点をおいた伝統的な研究にとって代

わるものではなく， それを補完するものであるとい

うAstley & Fombrun[3］の主張は的を射ていると判

断できる。 事業もしくは企業レベノレの戦略に関する

議論は， 高業績の源泉は何かをめぐって， 2つの対

立する観点を提供してきた。 1つはPorter[26］に代

表される業界構造観であり， もう1つは資源、ベース

観［4］である。 Dyer & Singh[9］は， これら2つの観

点と， 集合レベノレの観察から得られた彼ら自身の観

点とを対比させている。 本稿で析出された基本類型

は， 2つの観点、と対比されるのではなく関連づけら

れる。 すなわち， 保護戦略は， 交渉力や共謀を重視

する業界構造観と親和的であり（注4）， 促進戦略

は， 希少で模倣困難な資源、や能力を重視する資源、ベ

ース観と親和的なのである。 以上の関連づけは， 集

合戦略の研究と企業・事業戦略の研究とが相乗的に

発展していける可能性を示唆している。

j主

(1) Pfeffed25］は， 1980年代の米国の自動車産業

における特筆すべき状況として次の2点を指摘

している。 ①米国の自動車企業は例外なく， 日

本あるいは欧州の自動車企業との聞でジョイン

ト ・ ベンチャ ーを形成している。 ジョイント ・

ベンチャ ー は， 自動車以外のいくつかの産業で

も広まっており， 企業にとって， 今後， 重要な

．戦略的対応様式となるであろう。 (2)80年代初
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期以降の米国の自動車産業の高い収益性は， 日

本企業に対する輸出規制の結果もたらされたも

のである。 この規制は自動車産業の企業と労働

者の双方からなる政治的連合によって達成され

た 。 容易に認識できるとおり， 集合 戦略学派も

後世の研究も， 以上の2つの状況のうちの片方

のみを取り上げている。

(2) Van de Ven, Emmett & Koenig[33］によって提

唱された組織間集合体モデルは， 包摂が可能で

あることを強く示唆する理論モデルである。 こ

のモデルに対する批判と修正は， 西村［21］を参

照。

(3 ）ここで例示された集合（保護）戦略の逆機能は，

いずれもマネジリアルな側面で、の問題点である。

保護i淡路が， 公正で、 自由な競争を確保・促進す

るという公共政策的な観点からも再検討される

必要があることは強調しておくべきである。 光

海［18］を参照。

(4) Porter[26］は， まず業界構造分析を行い， その

上で、競争戦略について議論している 。 業界構造

分析は ， 直接的な競争相手に共通して収益性を

もたらす要因に注目している。 競争戦略分析は，

直接的な競争相手の聞の収益格差に焦 J去を合わ

せている。 つまり， Por旬r[26］の 戦略論は力点

の異なる 2 種類の分析を含んでいるのである。

そのうちの一方， つまり業界構造分析のみが保

護戦略と関連づけられることに留意されたい。

業界平均以上の収益をあげている企業は， 業界

の構造上の問題を克服する競争戦略を採用して

いる傾向があるという指摘［10］は， 競争戦略策

定者の統制の所在を外的ではなく内的と見なす

本稿の分析（図2を参照）と整合的である。
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